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法令に基づいた正確かつ迅速な業務で

事業主様のお悩みを解消!

◆労働社会保険の各種書類作成届出代行

◆給与計算・帳簿記帳の代行

◆就業規則や社内規程等の作成・見直し

◆各種助成金や年金のご相談 など

【五月病対策を】新年度=新生活スタートから1か月。大型連休を挟んだ5月は、精神的なバランスを崩す、

いわゆる「五月病」の季節でもあります。 2018年4月にチューリッヒ生命が実施したアンケート調査によ

ると、過去に五月病になったことがあると答えたのは男性21.6%、女性25.0%という結果となりましたが、

特に20代の女性は39.2%と、約4割にのぼりました。ちなみに女性は年代が高くなるにつれて割合が下がっ

ていくのに対し、男性は30代(28.0%)が最も高く、次いで20代、 50代と続き、 40代男性は13.6%と非

常に低くなっています。職場での各年代ごとの立場の微妙な違いが関係しているかもしれません。労災防止

のためにも、企業全体として社員の五月病対策、ストレス対策に取り組みたいところです。



「労働基準法の園部を改正する法律」が成立!

莱強い残業代等の賃金講蕃糧の滞澱時効が
「盆年」がら「3年轟こ鞍亜
民法の債権関係の規定が大幅に改正されたことに伴い、労働基準法も一部改正され、賃金債権に

関する消滅時効期間が3年となるなど残業代など未払賃金への影響も大きくなります。

盆017年5月、債権の消滅時効期間の改正を含む民法の

一部改正が成立し2020年4月に

施行されました。民法上の債権は、

債権者が権利を行使することがで

きることを知った日から5年間行

使しないとき、または、権利を行

使することができる時から10年

間行使しないときは、時効によっ

て消滅することになりました。

これを受けて民法の特別法であ

る労働基準法上の賃金の請求権の

消滅時効期間に関する見直し案が

国会において審議され、 2020年3

月27目に成立し4月1日から施

行となりました。

㊧賃金請求権の消滅時効は、

当分の間、 3年

従来、労働基準法では、 「この

法律の規定による賃金(退職金を

除く)、災害補償その他の請求権

は2年間、この法律の規定による

退職手当の請求権は5年間行わな

い場合において、時効によって消

滅する」と規定されていました(第

115条)。この法律の適用を受ける

賃金とは、賃金、給料、手当、賞

与その他名称の如何を問わず、労

働の対償として使用者が労働者

に支払うすべてのものをいいま

す(第11条)。月給、週給、日給、

時給など定期的に支払われる賃金

はもとより、時間外・休日労働に

対する割増賃金(いわゆる残業代、

休日出勤手当)、年次有給休暇期

間中の賃金なども含まれます。

したがって、これまでは、残業

代の未払いや最低賃金を下回る賃

金の支払いをめぐる争いに対し

て、使用者の遡及支払が求められ

るのは2年まででした。

しかし、改正により、賃金請求

権の消滅時効は民法の改正に合わ

せて5年に延長されました。ただ

し、直ちに5年という長期間の消

滅時効期間を定めることは労使の

権利関係を不安定化する恐れがあ

ることや企業負担なども考慮し、

経過措置を設けて、当分の間、 3

年の消滅時効期間としています。

これは、使用者の賃金台帳の保存

期間(3年間)に合わせたものです。

なお、従来の労働基準法では、

賃金請求権の消滅時効の起算日に

関する規定がなかったことから、

客観的起算点として「賃金支払日」

であることを明確にしました。

㊧未払い残業代請求への影響

賃金請求権の消滅時効が「 2年」

から「3年」に見直されたことに

より、最も影響が大きいのは残業

代の未払い問題です。労働時間法

制に関するコンプライアンスの認

識不足や運用の誤り、または労働

時間管理の不徹底により、残業代

の未払いをめぐり争われることは

多々あります。

これまでは、残業代の未払いを

めぐる争いがあっても、時効(2

年)が経過すれば労働者は残業代

を請求することができませんでし

た。

しかし、賃金請求権の消滅時効

期間が3年(将来的には5年)に

「緑」 「風」

「新緑の候」 「薫風の候」 「葉桜の候」 「若葉の緑が映え

る季節となりました」 「風薫る五月となりました」 「五

月の風が新緑の薫りを伝えてくれるこのごろですが」

「往く春」 「向かう夏」

「惜春の候」 「薄暑の候」 「向暑の候」 「立夏の候」 「軽署の候」

注) 2020年の立夏は5月5日

その他

「八十八夜の別れ霜(を過ぎ)」 「鯉のぼり」 「走り梅雨」 「初鰹」

その他屋外活動(スポーツやドライブなど)にちなんだ言葉

※ビジネスレターの書き出しのヒントになる言葉の例を毎月まとめます
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延長されたことで、在職中の労働

者はもとより退職した元労働者か

ら3年分の未払い残業代請求をさ

れるとこれまで以上に高額なもの

となります。

特に今回の改正内容について新

聞、マスコミなどで情報が広まれ

ば、これまで未払い残業代を意識

していなかった退職した労働者も

請求権があることに気づき、残業

代の未払いを請求してくる可能性

もあります。

また、合同労組(いわゆるユニ

オン)や労働者側弁護士にとって

は、未払い請求額が多くなること

から労働者の依頼を受けやすくな

ります。

なお、労働基準法の一部改正で

は、その施行日を民法の改正の施

行日(2020年4月1日)と同日に

しており、施行日前に支払期日が

到来した賃金請求権の消滅時効期

間は従前の規定(2年)によるも

のとされ、 3年の適用を受けるの

は施行日以後に支払日が到来する

賃金請求権とされています(下図

参照) 。

㊨遅延損害金と付加金

未払い残業代に対しては、不払

いのときから、年利6%の遅延

損害金が発生します(商法第514

条)。また、請求してきた者が退

職した労働者である場合には、年

利14.6%の遅延損害金を請求する

ことができます(賃金の支払の確

保等に関する法律第6条)。

これは、会社が労働者に支払う

べき賃金を支払うべき日に支払っ

ていないという債務不履行をして

いることによるものです。債務不

履行があると、支払いを受けるべ

き側に損害が発生します。その損

害を賠償するものとして請求する

ことが認められているのが遅延損

害金(遅延利息)です。

消滅時効の期間が3年になると

今まで以上に支払いリスクが膨ら

むことになります。

さらに、労働者から未払い残業

代の請求に関して訴訟を提起され

ると裁判所から「付加金」として

未払い残業代と別途にそれと同等

の金額の支払いを命じられること

もあります。付加金は、会社が労

働者に対して、賃金や残業代を支

払わなかったことに対するペナル

ティです。労働基準法では「裁判

所は、第20条、第26条若しくは

第37条の規定に違反した使用者又

は第39条第6項の規定による賃金

を支払わなかった使用者に対して、

労働者の請求により、これらの規

定により使用者が支払わなければ

ならない金額についての未払金の

ほか、これと同一額の付加金の支

払を命ずることができる。ただし、

この請求は、違反のあった時から

2年以内にしなければならない。」

(第114条)と定めており、労働者

の請求に基づき、裁判所が賃金不

払いなどに関して会社側の対応が

悪質と判断したときに支払いを命

令することができるものです。

なお、改正では、この付加金の

請求に関する消滅時効期間につい

ても、 5年を原則としつつ、経過

措置として当分の問、 3年とする

ことになりました。

㊨今後の企業の対応

賃金請求権の消滅時効の改正に

ともない、企業として検討しなけ

ればならないことがいくつかあり

ます。まず、現時点において、残業

の未払いがないかどうかの検証と検

証により未払いがあった場合には、

清算してしまいましょう。それに

よって、過去の請求リスクを少額

で回避できます。特に固定残業代

制を導入している場合には、固定

残業時間数を超えた残業時間分を

支払っていないことはよくありま

す。次に労働時間管理を従来以上

に厳格化し、残業に関しては残業

許可制などにより残業時間管理を

適正に行うことです。

また、賃金規程の見直しを図り、

労働時間の端数処理および賃金計

算の端数処理の仕方や割増賃金の

計算方法が適正かどうかの確認を

しておくことも必要です。定額支

払の諸手当(通勤手当・家族手当

などを除く)などで、割増賃金の

算定の基礎に含めるべきものを含

めていないといったことがないよ

うに精査しなければなりません。

言露割 2021・4・1 2022・4・1 2023・4・1 

筈 

施行目前の 賃金支払日 (未払い発生) 

睦、 
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新型コロナウイルス感染症の影響への支援策としての

整助成金」と融資制度の活用

新型コロナウイルスの終息が見えないなか、企業支援策として厚生労働省は「雇用調整助成金」

の支給、日本政策金融公庫は融資制度の拡充策を講じ出しています。これらを活用してこの経営

危機を乗り越えましょう。なお、この情報は3月27日時点のものです。

1.雇用調整助成金

新型コロナウイルス感染症の影

響で、受注量が減少したなどによ

り事業活動の縮小を余儀をくさ

れ、労働者を一時的に休業させた

り、休業中に教育訓練をおこなっ

たり、出向させたりなどの措置(以

下、休業等)を講じて雇用を維持

し、かつ、その間に労働基準法に

定める休業手当(平均賃金の100

分の60)以上の賃金を支払って

いる場合に助成するものです。

①対象事業所

業種を問わず新型コロナウイル

ス感染症の影響を受けている雇用

保険適用事業所の事業主が対象で

す。

(①助成内容等

助成内容、受給できる額、支給

限度日数は下表の通りです。

(①適用期間・対象労働者

この助成措置の適用期間は、休

業等の初日が、令和2年1月24

日から7月23日までにある場合

に適用されます。

対象となる労働者は、正社員に

限らず、雇用保険の被保険者と

なっている者です。ただし、緊急

対応期間(4月1目から6月30日)

については、被保険者でない労働

者も対象とするとのことです。

④受給手続き

この助成金を受給するにあたっ

ては、休業等の雇用調整を開始す

る目の2週間前までをめどに休業

等計画届を所轄の公共職業安定所

に提出しをければなりません。た

だし、特例措置として、令和2年

1月24日以降に初回の休業等を

行う計画書の届出は5月31日(緊

急対応期間は6月30日)までは

事後でも可能です。なお、この場

合は提出前までに実施した休業等

に関する休業等計画届を一度に

まとめて提出しなければなりませ

ん。

⑤生産性指標等の判定

この助成金の支給を受けるに

は、初回の休業等計画届の提出前

の直近月の生産性指標(販売量、

売上高等の事業活動)が、前年同

期に比べ10% (緊急対応期間は

5%)以上減少していることが必

要です。

ただし、事業所設置後1年未満

の場合は、生産指標の確認は、提

出のあった月の前月と令和元年

12月と比べます。そのため12月

の実績が必要となります。

2.日本政策金融公庫の融資制度

目本政策金融公庫では、新型コ

ロナウイルス感染症による影響を

受け業況が悪化した中小事業者に

対し、融資枠別枠の制度等を創設

しました。

(D融資対象

新型コロナウイルス感染症の影

響を受け、一時的に業況悪化し下

記のいずれかに該当し、かつ、中

長期的に業況が回復し発展が見込

まれることが条件です。

i)最近1か月の売上高が前年ま

たは前々年の同期と比較して

5%以上減少していること。

ii)業歴3か月以上1年1か月未

満の企業は、最近1か月の売上

高が「過去3か月の平均売上高」、

「令和元年12月の売上高」、 「令

和元年10月から12月の平均売

上高」のいずれかと比較して5 %

以上減少していること。

(り融資限度額

設備資金および長期運転資金と

して、直接貸付3億円。

③返済期間・利率(年)

返済期間は設備資金で20年以

内、運転資金は15年以内でいず

れも据置期間は5年以内です。返

済利率は、 1億円を超えるものは

基準利率となりますが、 1億円以

下のものは当初3年間は基準利率

-0.9%です。ただし、特別利子

補給制度により、当初3年間は実

質無利子となります。

一
腰士霊

園“ 

一二「 

一∴ィヽ 

∴}臆 二 

っ∵臆 芋∵÷∴ 

休業を実施した場合の休業手当または教育訓練を実施した場合の 

1/2 (緊急対応期間は 

2/3) 

2/3 (緊急対応期間は 

4/5) 

賃金相当額、出向を行った場合の出向元事業主の負担額に対する 
助成(率) 

※対象労働者1人1日当たり8,330円が上限です。(令和2年3 

月1日現在) 

※助成額は、前年度の雇用保険の保険料の算定基準となる賃金総 
額等から算定される平均賞金額に休業手当支払率を掛け、1日 
当たりの助成額単価を求める。 

教育訓練を実施したときの加算(額) 1人1日当たり1,200円 

支給限度日数 
1年間で100日 (緊急対応期間分を別途加算) 
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厚生労働省の白書では初の試み

「労働経済白書」の動画版を公表

ROUMU

厚生労働省は昨年9月27目に閣議報告済みの「令和元

年版 労働経済の分析」 (「労働経済白書」)の動画版をこ

のほど作成、公表しました。動画版は白書の第2部「人

手不足の下での『働き方』をめぐる課題について」のポイ

ントや企業の取り組み事例を紹介しています。全体版は

約27分で 人手不足や働きやすさ、働きがいといった

問題について概況を把握できます。四部構成の最後の

「企業の取り組み事例」では、担当者へのインタビューも

行っています。

02

労働市場の「見える化」をめざして

「職業情報提供サイト(日本版○○NE丁)」開設

厚生労働省は、 3月19目に「職業情報提供サイト(日

本版0-NE丁)」の運用を開始しました。その名の通り、

「職業」に関する総合サイトで、約500もの具体的な職業

について仕事内容や求められるスキルなどを、文章はも

ちろん動画も交えて説明しています。求職者向けのキャ

リア分析や企業向けの人材採用支援、在職者に身につけ

させたい能力を明確化する人材活用シミュレーションま

で、活用する対象者や用途の面でもまさに「総合」的なサ

イトになっています。

03

高年齢労働者の職場での安心、安全をめざして

ガイドラインを厚生労働省が公表

厚生労働省は3月16目、 「高年齢労働者の安全と健康

確保のためのガイドライン」(通称:エイジフレンドリー

ガイドライン)を公表しました。今後高年齢労働者の就

労が進み、労働災害における高齢者の割合も高くなると

想定される中で高年齢者にとって安心して働ける職場

作りのために必要な取り組みの事項をまとめたもので

す。事業者に求められる取り組みのみでなく、労働者本

人に求められる取り組み、国や関係団体等による支援の

活用についても言及しています。

ト

音

i

NewsBOX

O4

多様な人材の能力を活用

「新・ダイバーシティ経営企業1 00選」選定

多様な人材の能力を最大限に引き出し、経営成果につ

なげている企業を選定する「新・ダイバーシティ経営企

業100選」の令和元年度分として、経済産業省は18社を

選定しました。平成24年度から毎年実施しているもの

で平成27年度から選定における「重点テーマ」を決め、

この時から「新」と銘打っています。令和元年度は4つの

重点テーマが指定されましたが、 「外国人・シニア・チャ

レンジドの活躍」というテーマへの応募企業が多かった

ようです。

漢05

外国人留学生をどう採用し戦力化するか?

企業向けのハンドブックを作成

経済産業省、文部科学省、厚生労働省は、企業が外国

人留学生等の採用選考や採用後の柔軟な人材育成や待遇

等を実践するためのハンドブックをこのほど策定しまし

た。大きく二部構成になっていて、前半は外国人留学生

の採用・活躍に向けての12のチエツゲノストと各リス

トの活用法の解説、後半は採用・活躍に向けたベストプ

ラクティス集として、具体的な企業の取り組み事例を

27社分紹介。外国人活用を重視する企業には必読の内

容となっています。
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中小企業の事業承継をやりやすく

中小企業成長促進法案が閣議決定

高齢化に伴う中小企業の事業継承の円滑化を図るため

の中小企業成長促進法案が3月10目に閣議決定されま

した。法案の最重要ポイントは経営者保証の解除支援。

これは後継者候補が経営者保証を負うことをためらい、

これが事業継承上の障害になっている問題を踏まえて、

事業継承時に経営者保証なしの債務借り換えのための信

用保証制度の追加などの内容が盛り込まれています。今

通常国会に提出され、成立すれば6か月以内に大半が施

行の予定です(3月23目現在)。



労働経済動向調査

人材不足傾向が継続。正社員等で建設業が顕著
厚生労働省は2020年2月の「労働経済動向調査」の結果を発表しました。労働者の過不足度で

は、今回も不足傾向が見られる結果となりました。ただし雇用形態別で子細に見ていくと、不足傾向

にも業種別の特徴があるようです。

●正社員等、パートタイム労働者とも

「不足」とする事業者が引き続き多い

この調査は四半期に1度、年4

回行われています。以下にまとめ

る結果は2020年2月1日現在の

データです。

調査では「D.工.」 (Di血ユSion

Index)という、 「変化の方向性

を示す指標」を用いて労働経済動

向を分析しています。これはある

質問に対する対照的な2つの回答

について、それぞれの回答率を算

出し、その差を数値化するという

ものです。

例えば、人材の過不足度につい

ての質問では、正社員等労働者に

ついて「不足と回答した事業所の

割合」マイナス「過剰と回答した

事業所の割合」はプラス38ポイ

ントとなります。これは35期連

続の不足超過です。同様にパート

タイム労働者についてもプラス

27ポイントで、こちらは42期連

続で不足超過。ただしポイントだ

けで見ると、正社員と比較して不

足度は低いようです。

●正社員等は建設、医療・福祉

で不足度が高い

上記の数字をここ数回の経過で

見ると、正社員の不足度は2019

年2月の調査結果(ちょうど1年

前)が45ポイントで過去10年

間の中でピークでした。パートタ

イム等は2016年へ2017年ごろ

になだらかなどークがあり、そこ

からは漸減傾向にあります。

業種別で見ると、正社員等と

パートタイマーで違いがあること

がわかりました(下の一覧表を参

照)。正社員等で不足傾向が高い

産業別正社員等労働者過不足状況と労働者過不足判断D.i. (「不足」 - 「過剰」、単位: %、ポイント)

産業 
2019 年8月調 司杏子1一)一 20 9 年11月号 調査1) 2020 年2月調 査1 

不足 過剰 D.I. 不 不足 過剰 \喜 田 音 

●
●臆音 

● ●
音音 

調 査 産 業 計 43 3 40 41 4 37 42 4 38 

建 設 業 与2 1 51 5与 1 54 59 1 与8 

製 造 業 38 

4 2 

34 34 6 28 34 6 28 

情 報 通 信 業 54 54 54 2 5之 与1 3 48 

運 輸 業、 郵 便 業 57 与与 56 2 54 与7 2 与5 

卸 売 業、 小 売 業 31 4 27 31 6 25 33 6 27 

金 融 業、 保 険 業 22 1 21 22 1 21 21 1 20 

不 動 産 業、物 品 賃 貸 業 与0 2 48 34 

1 3 

33 49 1 48 

学術研究、専門・技術サービス業 52 52 与1 与1 47 1 46 

宿泊業、飲食サー ビス業 41 

4 

41 36 33 33 7 26 

生活関連サービス業、娯楽業 37 33 44 1 43 37 5 32 

医 療 福 祉 53 4 49 51 6 45 与4 2 与2 

サービス業(他に分類されないもの) 41 41 41 2 39 41 1 40 

産業別パートタイム労働者過不足状況と労働者過不足判断D。1. (「不足」一「過剰」、単位:%、ポイント)

汁 月調 ロ 音 

不’ 

● 

11 
≡ 

ロ 
)∴ 

2’ 20 調 = 

調 査 産 業 計 31 2 29 31 

3 3 

2 8 30 

3 5 

27 

建 設 業 7 1 6 8 8 11 11 

・製 造 業 16 

4 1 

12 18 15 15 10 

情 報 通 信 業 19 19 10 1 9 8 1 7 

運 輸 業、 郵 便 業 31 30 32 1 31 37 2 3与 

卸 売 業、 小 売 業 45 1 44 42 2 40 44 1 43 

金 融 業、 保 険 業 8 2 6 9 1 8 12 1 11 

不 動 産 業、物 品 賃 貸 業 34 1 33 37 

1 1 

36 33 

1 6 

32 

学術研究、専門・技術サービス業 9 3 6 12 12 9 9 

宿泊業、飲食サー ビス業 60 2 58 60 59 56 与0 

生活関連サービス業、娯楽業 与3 1 与2 61 1 60 与6 1 与5 

医 療 福 祉 35 4 31 34 与 29 33 2 31 

サービス業(他に分類されないもの) 与1 51 46 1 45 50 2 48 

注:無回答を除いて集計。

1)8月調査は8月1日現在、 11月調査は11月「日現在、 2月調査は2月1目現在の状況。
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のは「建設業」 (58ポイント)、「運

輸業、郵便業」 (55ポイント)、「医

療、福祉」 (52ポイント)などで

すが、パートタイマーだと、不足

度が高いのは「生活関連サービス

業、娯楽業」 (55ポイント)、 「宿

泊業、飲食サービス業」 (50ポイ

ント)などです。

それぞれの業種において求めら

れる雇用形態の特徴が浮き彫りに

なっているようです。

●所定外労働時間では、建設業

だけがプラスで他はマイナス

「所定外労働時間判断D.I.」は、

所定外労働時間について「増加」

と回答した事業所の割合から「減

少」とした事業所の割合を引いた

ものです。結果は調査産業全体

(2020年1-3月期実績見込)で

マイナス3ポイントとなり、全体

としては所定外労働時間が減って

いることがわかりました。

産業別に見ると、建設業が唯一

のプラス(5ポイント)となり、

所定外労働時間の増加傾向が見ら

れます。他業種は全てマイナス(所

定外労働時間が減少)で、 「サー

ビス業(他に分類されないもの)」

がマイナス14ポイントと減少幅

が特に高くなっています。この傾

向は正社員等の過不足度と因果関

係があると推測されます。建設業

では正社員が不足していて、残業

がどうしても長くなるという構造

があるのではないでしょうか。
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出向者への36協定の適用

l富脚る。

当社には親会社からの在籍出向者がおります。先日、当社の36協定の限度時間内(月45

時間)で残業を命じたところ、出向元の36協定の限度時間(月30時間)の適用を受ける

ので、残業命令に従う義務はないと言われました。どのように対応すべきでしょうが。

労働基準法上の法定労働時間は、 「週40時

間、 1目8時間」、法定休日は「週1白文は

4週4目」と定められています。それを超

えて時間外労働または休日労働をさせる場合には

「時間外労働及び休日労働に関する協定」 (いわゆる

36協定)を締結し、所轄労働基準監督署に届け出

なければなりません。この36協定の締結・届出を

せず、時間外労働や法定休日に労働させると労働基

準法違反となります。

使用者は、この36協定で定めた時間を限度に時

間外労働及び休日労働をさせることができますが、

働き方改革関連法による労働基準法の-部改正に伴

い、原則として、月45時間、年360時間を限度に

時間外労働をさせることのできる時間数を定めなけ

ればなりません。ただし、臨時的な特別の事情があ

る場合には、特別条項付き36協定を締結すること

により、年720時間以内、 1か月100時間未満(休

日労働を含む)、 2か月へ6か月各月平均80時間以

内(休日労働を含む)を限度に労働させることがで

きます。この場合でも、原則である月45時間を超

えることができるのは年6回が限度となります。

この36協定の適用に関して、自社で直接雇用し

ている従業員の時間外労働および休日労働について

は、当然、その事業場で締結されたものが適用され

ます。しかし、出向元企業と雇用関係にある在籍出

向者については、出向元と出向先のどちらの36協定

の適用を受けるのかという問題があります。在籍出

向者の雇用関係は出向元にあるものの出向先の指揮

命令を受けて出向先で就業しているので、出向先の

36協定が適用されることになります。したがって、

出向先で36協定が締結されていなければ、出向者

は出向先において時間外・休日労働ができないこと

になります。また、出向先が36協定の締結・届出

をしていれば、その限度で出向先の命令により時間

外労働または休日労働をさせることができることに

なります。

出向先は、従業員の過半数で組織する労働組合ま

たは当該労働組合がない場合は従業員の過半数代表

者と36協定を締結するにあたり、出向者をこの「過

半数」に含めなければなりません。

また、出向者について、出向元と出向先とで36

協定の内容が異なるときには、双方の間で締結する

出向契約書に時間外労働および休日労働に関する特

段の取り決めがない限りは、出向元における時間外

労働の実績にかかわらず、出向先の36協定で定め

る範囲で時間外および休日労働を行わせることがで

きます。

なお、労働基準法上、労働時間は事業場を異にす

る場合においても、労働時間に関する規定の適用に

ついては通算することとなるので、月の途中で出向

してきた場合などは、出向元における時間外労働と

出向先における時間外労働は通算することになりま

す。したがって、たとえば 前述の時間外労働限度

(月45時間、年360時間)は、出向元での時間外労

働および出向先での時間外労働を通算して適用され

ることに注意しなければなりません。

在席出向者は、出向先の36協定の適用を受ける。従業員の過半数代表者と36協定を

締結する場合、出向者をこの「過半数」に含めなければならない。出向元における時間

外労働と出向先における時間外労働は通算して、法律の上限規制の適用を受ける。
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はたらく百景
Hataraku-Hyakkei

「8時間労働」の起源

労働基準法による法定労働時間は週40時間以内、 1日8

時間以内です。この「1日8時間」は国際条約でも定められ

ており、 「人は1目8時間働く」というのが世界的に見ても

原則になっています。その起源はどこにあるのでしょうか?

産業革命当時のイギリスの労働時間は1日10数時間にも

及んでいたとのことですが、その後、

労働者の健康や生産性の低下が問題視

され、労働時間の法規制に着手。 1874

年に平日の労働時間を1日最大10時

問とする法律が定められました。

一方アメリカでは1886年5月1目に、ニューヨークやシ

カゴなどの大都市で、労働者が8時間労働制を求める大規模

ストライキを実施。これがメーデーのきっかけと言われてい

ます。そしてこれに刺激を受ける形で1890年5月1日に世

界規模の労働運動が展開されました。これらの運動のスロー

ガンが「仕事に8時間、休息に8時間、自分のやりたいこと

に8時間」というものでした。これは「8時間労働の歌(Eight

Hours)」として歌われるようになったと言います。これら

の動きの後に、 1919年に国際労働機関の第1回総会で「1

日8時間、 1週48時間」が基準化されました。

現在多くの国でこの基準が採用されていますが、例えばフ

ランスは「週35時間」が法制化されており、短くなること

はあっても長くをる流れは見られません。これまで時間外労

働で上限規制のなかった日本でも、今年4月に中小企業を含

めて上限規制が施行されるようになりました。メーデーを

迎える5月は、労働時間の短縮を求めて運動を起こした100

数十年前の人々の思いを想像してみてはいかがでしょうか?

2020年(令和2年) 5月号


